
コンピュータ技術の
目覚ましい発展によっ
て信号をデジタルで扱
うことが常識化してき
ました。以前はコンピ
ュータにもアナログコ
ンピュータなるモノが
あって、デジタルコン
ピュータでは複雑なプ
ログラムを駆使し長時
間かけなければできなかったシミュレーション
をごく簡単に行うことができました。演算速度
が遅く、メモリに制約があった時代のことであ
ります。
ソフト面ハード面ともに飛躍的な進化を遂げ
た信号の圧縮技術もデジタル化と大きな関係が
あります。伝送容量に制約があるインターネッ
トで映像が扱えるのもこの圧縮技術のおかげで
す。
限られた電波の割り当て環境の中で、より有
効に電波を利用しようと無線のデジタル化が進
められてきています。電波が込み合っている４００
MHzと１５０MHz帯域でその動きがあります。
消防・救急無線も運悪くこの帯域を利用してい
るため新規の電波の割り当てはもう不可能な状
況となっており、デジタル化を図りチャンネル
数を確保しなければ現状においても問題となっ
ている同時火災・救急事象時の電波の輻輳は改
善されないままであります。また、心電図等の

傷病状況伝送や災害現
場の映像伝送、消防車
両の動態管理をして災
害現場にもっとも近い
車両を出動させること、
さらには一般の電話回
線との接続なども可能
となり、システムは飛
躍的に高度化するもの
と考えられます。

電波の有効利用のためのデジタル化に関して
は、本年郵政省の電気通信技術審議会から基本
的な技術的条件についての答申が出され、今後
は利用者が具体的にどの方式を採用するかを検
討してさらに具体化を図っていくこととなりま
す。周辺条件は整ったわけですが、消防として
はこれから新たな消防・救急無線の技術的細目
を詰め、その運用方式を決めていかなければな
りません。また、近い将来デジタル化された無
線設備の整備を図っていくためには多くの経費
が必要となるわけですが、この点についても今
から検討しておかなくてはならないと考えてい
ます。
デジタル化の動きは消防・救急無線だけでは
なく１１９番の通報回線においても同様でありま
す。情報通信分野の競争の動きに流される必要
は無いと思いますが、科学技術の進歩に乗り遅
れることは適切なことではないと思います。
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デジタル化

防災情報室長 寺村 映
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�気をつけて はじめはすべて 小さな火�
を統一標語として、今年も秋季全国火災予防運

動が来る１１月９日	から１５日�までの７日間に
わたって実施されます。この運動は、火災が発

生しやすい気候となる時季を迎えるに当たり、

火災予防思想の一層の普及を図り、もって火災

の発生を防止し、死傷事故や財産の損失を防ぐ

ことを目的として毎年実施されるものです。

日本では毎年約６万件の火災が発生し、およ

そ２千人の方が亡くなっています。火災の原因

は、大半が失火によるものであることから、火

災を未然に防止するためには、一人ひとりが防

火の重要性を自覚し、火災を起こさぬよう日常

の生活において防火を実践していくことが大切

です。

消防庁では、国民に対する防火意識の高揚の

ため、各関係省庁、各都道府県及び関係団体の

協力のもとに、各種広報媒体を通じて防火広報

活動を行うとともに、各地の消防機関において

は、期間中に住宅防火診断、防火講習会、防火

指導など様々な行事を予定しておりますので、

積極的に参加して防火知識・技能の習得に努め

ましょう。

本年は、次の重点目標を掲げて推進します。

� 住宅防火対策の推進

近年の建物火災による死者（放火自殺者等

を除く。）のうち、住宅火災による死者が約

９割を占め、また、住宅火災における死者の

うち高齢者層（６５歳以上）が約半数を占めて

います。

このため、住宅における火災の発生防止及

び住宅火災による高齢者等の死者の大幅な提

言を図るため、関係機関、関係団体等と一体

となって地域に密着した広報活動、住宅用防

災機器等の普及促進等、各種対策を強力に推

進するものとします。

� 地域における防火安全体制の充実

大規模な地震が発生した場合、都市部等の

密集地においては、火災の同時多発や広範囲

の延焼拡大などの危険性があります。このた

め、自主防災組織の整備充実と事業所等を含

めた相互協力による地域ぐるみの防火安全体

制の充実を図るものとします。

一方、都市部において放火による火災が高

い割合を占めており、また、高齢者・身体不

自由者等が係わる火災も高い比率を占めてい

ます。

このため、自主的な近隣居住者の相互協力

についても推進を図るものとします。

� 特定防火対象物等における防火安全対策の

徹底

物品販売店舗、旅館・ホテル等不特定多数

の者が出入りする特定防火対象物及び社会福

祉施設、病院等自力避難が困難な者が多数入

所している特定防火対象物においては、ひと

たび火災が発生した場合、多大の人命被害が

生じる可能性が高くなっています。

このため、これらの防火対象物における防

火安全対策の徹底を図るものとします。

それぞれの重点目標に対する推進項目は、次

のとおりとなっています。

� 住宅防火対策の推進

.平成１０年秋季全国火災予防運動の実施について/

予 防 課
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ア 高齢者等の対策に重点を置いた死者発生

防止対策の推進

イ 住宅防火意識の高揚を図るための地域に

密着した広報の実施

ウ 広範な機会を捉えた住宅防火診断の実施

エ 地域の実情を踏まえた住宅防火モデル事

業の推進

オ 住宅用火災警報機など住宅用防災機器等

の普及の推進

� 地域における防火安全体制の充実

ア 自主防災組織の整備充実

イ 放火防止のための自主防火体制の充実

ウ 在日外国人に対する火災予防広報の充実

� 特定防火対象物等における防火安全対策の

徹底

ア 防火管理体制の充実

イ 防火基準適合表示制度（適マーク制度）

の適正な運用

ウ 避難施設等及び消防用設備等の維持管理

の徹底

エ 実態に即した消防用設備等の設置の推進

オ 防炎物品の使用の徹底及び防炎製品の使

用の推進

カ 特定違反対象物に対する是正指導の推進

キ 工場、倉庫等の防火安全対策の徹底

ク 文化財建造物の防火安全対策の徹底

また、火災予防運動の実施に当たっては、�火
の用心 ７つのポイント�を使って積極的に広

報を行なっていきます。

～火の用心 ７つのポイント～

１ 家のまわりに燃えやすいものを置かない。

２ 寝たばこやたばこの投げ捨てをしない。

３ 天ぷらを揚げるときは、その場を離れない。

４ 風の強いときは、たき火をしない。

５ 子供には、マッチやライターで遊ばせない。

６ 電気器具は正しく使い、たこ足配線はしな

い。

７ ストーブには、燃えやすいものを近づけな

い。

１ 調査研究の趣旨等

高齢者や障害者等の災害弱者には、防災に

関する様々なニーズがありますが、ニーズの

対応にあたって、災害弱者自身の自助努力に

は一定の限界があり、これらの人々の災害対

応力向上のためには、社会的な支援が重要に

なります。阪神・淡路大震災においても、災

害弱者対策が大きくクローズアップされたと

自主防災組織、ボランティア等と連携した災害弱者対策の

あり方に関する調査研究報告書について

防 災 課
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ころですが、伝統的なコミュニティの希薄化

や核家族の進行、社会の高齢化の進展等の中

で、こうした災害弱者の支援は従来にも増し

て大きな課題となっています。

災害弱者対策の推進の方策として、地域の

中で自主的な活動を展開している自主防災組

織やボランティア等との連携の重要性を指摘

する声が多く聞かれるようになっています。

本調査研究は、こうした自主防災組織やボラ

ンティア等との連携による災害弱者対策の事

例の調査を通じて、各地方公共団体の災害弱

者対策の推進の参考に資することを目的とす

るものです。

２ 報告書の概要

� 災害弱者の現状及び災害弱者対策の方向

性

災害弱者の現況として、高齢者、障害者、

乳幼児、外国人、災害弱者施設について現

況を整理するとともに、災害弱者対策の方

向性について考え方をまとめました。

ア 災害弱者対策は、防災の個別的な課題

ではなく、包括的な課題である

今後、高齢化はさらに進行していくこ

とから、全ての防災対策は�高齢化�を
意識して検討される必要があります。ま

た、障害のある人々がハード、ソフトの

両面においてより安心して暮らせる地域

は、万人にとって安心できる地域であり、

防災の最終的な目標はここに設定される

ことが望まれます。こうしたことから、

防災全般を包括する課題として捉えてい

く必要があります。

イ 災害弱者自身が主体的に�参加�すべ
き課題である

これまでの災害弱者対策は、支援を行

う健常者と支援を受ける災害弱者という

観点から検討されることが一般的でした

が、高齢化の進展など対象者が拡大する

等の流れの中で、災害弱者といわれる

人々自身も自らできる範囲で防災の取り

組みを進めることが必要です。

ウ 災害弱者の自助努力と支援力の双方を

高めていくべき課題である

災害弱者の災害対応力は、自助によっ

て培われた自らの対応力（自助力）と災

害弱者を支える力（支援力）との和と理

解できます。

� 自主防災組織、ボランティア等と連携し

た災害弱者対策の可能性

自主防災組織は、即応性、連帯性、日常

性、密着性という特徴から防災対策に大き

な可能性があります。一方、ボランティア

についても、日常性、密着性という自主防

災組織と同様の特徴の他、多様性・柔軟性、

広域性といった特徴を持ち、防災対策の充

実に向けて大きな期待が寄せられています。

行政と自主防災組織、ボランティア等が連

携することで、お互いが不足している能力

をお互いが補完した活動ができるものと期

待できます。

� 行政と自主防災組織、ボランティア等と

の連携の効果

ア 情報を共有化できる

イ 不足している能力をお互いに補完した

活動を遂行できる

障害者をよく知る福祉協議会と消防職

員の連携や、自主防災組織、民生委員、

消防団による合同訪問等、災害弱者に向

けた指導など

ウ 存在意義の相互確認ができるとともに

活動意欲の向上につながる

エ 社会的な認知が得られる

オ コミュニティの再構築につながる可能

性がある

地域における情報やヒト、モノの交流

が活発化し、伝統的なコミュニティに代

わる新たなコミュニティが構築されてい

く

カ 災害時の災害弱者への支援母体になる

ことができる
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 自主防災組織、ボランティア等と連携し

た災害弱者対策の進め方

ア 地域（町内会・自治会、小学校区）レ

ベルでの連携

自主防災組織（町内会や自治会等）を

中心に地域内のボランティア等と連携し

た�災害弱者支援ネットワーク�（仮
称）を構築し、行政は、活動拠点の確保、

活動用資機材の支援、活動財源の確保等

を積極的に支援することが望まれます。

�災害弱者支援ネットワーク�が主体
となったきめ細かな対策の実施として、

家具の固定・移動、非常持ち出し品の備

え等災害弱者の家庭内対策の推進や、防

災マップ・災害弱者台帳の作成、安否の

確認、情報伝達、避難誘導体制の整備な

ど災害弱者に配慮した防災まちづくりの

推進が期待されます。

イ 市町村レベルでの連携

市町村内の自主防災組織、ボランティ

ア等と行政（市町村、消防機関、警察）

が�災害弱者対策推進ネットワーク�（仮
称）を組むことが考えられます。なお、

ネットワークの運営事務については、当

初は行政主導で行う必要がありますが、

軌道に乗った段階では、自主防災組織や

ボランティア等に委ねることも考慮すべ

きです。

�災害弱者対策推進ネットワーク�が
行う対策としては、地域レベルでアクセ

スが難しい災害弱者への個別支援や啓発

用資機材の作成、研修会の開催などによ

る人材の育成が考えられます。

また、行楽客の津波避難対策、被災地

に止められた観光客等の支援対策、帰宅

困難者への支援対策など、地域レベルで

の対応が難しいものや、災害弱者も参加

した防災訓練の実施、災害時の支援体制

の整備などが考えられます。

ウ 都道府県レベルでの連携

地域レベル、市町村レベルでの災害弱

者対策をさらに充実するためには、都道

府県レベルでも、広域的な観点からボラ

ンティア等との連携を模索していく必要

があります。具体的には、市町村レベル

と同様、定期的な会合を持つなどして情

報や問題意識を共有化したり、協定等を

締結してお互いの役割や災害時の活動手

順の明確化等を図っておくことが考えら

れます。

３ 報告書の活用

災害弱者対策の推進に資するため、全国の

都道府県、市町村及び消防本部に配布してい

ます。

消防庁では、全国の市町村の救急・救助の状

況について毎年調査しており、これは、平成１０

年４月１日現在において、消防本部・署を設置

して救急業務及び救助活動を実施している市町

村の実施体制及び平成９年中の業務の実施状況

等についての統計です。

なお、都道府県別の状況等の詳細については

１１月中旬に�救急・救助の現況�として取りま
とめる予定です。

( 救急業務の概要

１ 救急業務の実施体制（平成１０年４月１日現

在）

救急救助の現況について

救急救助課
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救急業務実施市町村数は、３，１５０市町村

（６７０市１，９６２町５１８村）となっています。

（東京都の特別区は、１市として計上して

いる。以下同じ。）

この結果、全国３，２３３市町村（６７０市１，９９３

町５７０村）の９７．４％（前年９７．１％）が救急業

務を実施し、全国総人口の９９．８％（前年

９９．７％）がカバーされることとなりました。

（人口は、平成７年国勢調査人口による。

以下同じ。）

救急隊は、４，５１５隊で、前年の４，４８３隊に比

較し、３２隊増加しています。

また、救急隊員の資格を有している消防職

員は、９万２，８５４人（前年８万９，４０１人）であ

り、このうち、現に救急業務に従事している

救急隊員は、５万５，４１０人で、前年に比較し、

６６７人（１．２％）増加しています。

救急自動車の保有台数は、５，１９７台で、前

年の５，１３３台に比較すると、６４台（１．２％）増

加しています。

２ 救急業務の実施状況（平成９年中）

救急出場件数は、３４７万６，５０４件（前年３３７

万３，３９４件）、搬送人員３３４万２，２８０人（前年３２４

万７，１２９人）で、前年に比較し、救急出場件

数で、１０万３，１１０件（３．１％）、搬送人員で、

９万５，１５１人（２．９％）それぞれ増加していま

す。

事故種別ごとにみた救急出場件数及び搬送

人員の状況は、前年と同様いずれも第１位が

急病、第２位が交通事故でした。以下一般負

傷、労働災害、加害の順いなっています。

現場到着所要時間（救急事故の覚知から現

場に到着するまでに要した時間）の全国平均

は、６．１分（前年６．０分）となっており、収容

○ 救急業務実施市町村数及び救急業務実施市町村人口

＊救急業務実施率は全国３，２３３市町村との割合による。（平成１０年４月１日現在）

＊救急業務人口カバー率は平成７年国勢調査確定値人口１２５，５７０，２４６人との割合による。

○ 救急隊員等

区 分
平 成 ９ 年
４月１日現在

平 成 １０ 年
４月１日現在

対前年増減数
対前年増減率

（％）

救急業務実施市町村数 ３，１４０ ３，１５０ １０ －

救急業務実施市町村率（％） ９７．１ ９７．４ － ０．３

救急業務実施市町村人口 １２５，２１４，５７５ １２５，２６８，７４５ ５４，１７０ －

救急業務人口カバー率（％） ９９．７ ９９．８ － ０．１

区 分
平 成 ９ 年
４月１日現在

平 成 １０ 年
４月１日現在

対前年増減
対前年増減

（％）

救急隊員としての資格を有
する隊員数

８９，４０１ ９２，８５４ ３，４５３ ３．９

現に救急業務に従事してい
る救急隊員巣

５４，７４３ ５５，４１０ ６６７ １．２

救急隊数 ４，４８３ ４，５１５ ３２ ０．７

救急自動車保有台数 ５，１３３ ５，１９７ ６４ １．２

－６－



所要時間（救急事故の覚知から医療機関に収

容されるまでに要した時間）の全国平均は、

２６．０分（前年２４．４分）となっています。

３ 救急業務高度化の状況

平成１０年７月１日現在、救急救命士の資格

を有する消防職員の総数は６，９２０名で、救急

救命士による救急業務は、４７都道府県の６６６

消防本部で実施されています。

平成９年中の応急処置件数のうち、救急�
課程修了者や救急救命士の行う拡大された応

急処置等の実施件数は、４０１万４，７０６件となっ

○ 現場到着平均所要時間及び収容平均所要時間の状況

※現場到着平均所要時間とは、覚知から現場到着までの平均所要時間をいう。
※収容平均所要時間とは、覚知から医療機関収容までの平均所要時間をいう。

○ 事故種別救急出場件数及び搬送人員の状況

※各欄下段（ ）内は、搬送人員。

○ 救急救命士の運用推移

＊本表は平成４～７年が８月１日、平成８～１０年が７月１日現在のものである。

（単位：分）

区 分 平成５年中 平成６年中 平成７年中 平成８年中 平成９年中

現場到着平均所要時間 ５．７ ５．８ ６．０ ６．０ ６．１

収 容 平 均 所 要 時 間 ２３．１ ２３．６ ２４．２ ２４．４ ２６．０

区 分 平成８年中 平成９年中 対前年増減数
対前年増減
率 （％）構成比（％） 構成比（％）

急 病
１，８２８，９２０ ５４．２ １，８９９，９８７ ５４．７ ７１，０６７ ３．９
（１，７１２，１５７） （５２．７） （１，７７８，６３２） （５３．２） （６６，４７５） （３．９）

交通事故
６３３，８０１ １８．８ ６２７，６０３ １８．１ △６，１９８ △１．０
（７１２，３３８） （２１．９） （７０７，７０６） （２１．２） （△４，６３２） （△０．７）

一般負傷
３９８，０７１ １１．８ ４１３，９４０ １１．９ １５，８６９ ４．０
（３７５，８１５） （１１．６） （３８９，９７３） （１１．７） （１４，１５８） （３．８）

そ の 他
５１２，６０２ １５．２ ５３４，９７４ １５．４ ２２，３７２ ４．４
（４４６，８１９） （１３．８） （４６５，９６９） （１３．９） （１９，１５０） （４．３）

合 計
３，３７３，３９４ １００．０ ３，４７６，５０４ １００．０ １０３，１１０ ３．１
（３，２４７，１２９） （１００．０） （３，３４２，２８０） （１００．０） （９５，１５１） （２．９）

区 分 資 格 者 数 運 用 数 運 用 隊 数 運用本部数

４年 ５９１ ４８３ １６８ １３

５年 １，００３ ５４１ ２２１ ５３

６年 １，７９８ １，３６９ ４９９ １４８

７年 ２，７４８ ２，２３２ ７３０ ２６３

８年 ４，１６４ ３，３３８ １，０５７ ４３０

９年 ５，５２４ ４，５５６ １，３３３ ５５４

１０年 ６，９２０ ５，８４６ １，６７８ ６６６

－７－



ています。

また、高規格救急自動車の配置状況は、平

成１０年４月１日現在で１，７７０台となっていま

す。

) 救助活動の概要

１ 救助活動実施体制の現況（平成１０年４月１

日現在）

昭和６１年４月の消防法改正により救助隊が

明確に位置づけされ、さらにこれを受けて同

年１０月に救助隊の編成、装備及び配置の基準

を定める省令（昭和６１年１０月１日自治省令第

２２号）が公布（昭和６２年１月１日施行）され

たことに伴い、同省令に基づき市町村が配置

する人命の救助を行うために必要な特別の救

助器具を装備した消防隊を救助隊として取り

扱っています。

平成１０年４月１日現在、全国で救助隊を設

置している消防本部は、９２０消防本部の９５．１％

に当たる８７５本部となっています。

救助隊を設置している消防本部の管轄対象

となっている市町村は、全国の３，２３３市町村

のうち９３．３％に当たる３，０１８市町村（６６９市

１，８５３町４９６村）となっており、このうち、事

務委託及び一部事務組合による広域的共同処

理方式によるものが全体の８６．１％（２，５９７市

町村）を占めています。

救助隊は全国に１，５０９隊設置されており、

前年の１，４９３隊と比較し、１６隊（１．１％）増加

しており、このうち３１．５％に当たる４７５隊が

専任救助隊となっています。なお、救助隊員

数は、２万３，４２２人（うち専任６，８６３人、兼任

１万６，５５９人）となっています。

２ 救助活動の実施状況（平成９年中）

平成９年中における全国の救助活動の状況

○ 拡大された応急処置件数

○ 救助活動体制の現状

年
処置内容

５ ６ ７ ８ ９ ９／８

自動心マッサージ器 ３５７ ５７１ ８７５ １，０２０ １，１４７ １．１２
在 宅 療 法 の 継 続 ３，８６５ ５，３８２ ３，７７４ ４，９７９ １０，０４８ ２．０１
シ ョ ッ ク パ ン ツ １６２ ５１７ ２５０ ３６０ ４１９ １．１６
血 圧 測 定 ２５６，７５９ ５２８，４３２ ８３８，４２４ １，１７３，２２３ １，５７４，０２３ １．３４
心 音 呼 吸 音 聴 取 １０６，６２４ １９７，０５１ ２８１，７２７ ３７０，５９１ ４７６，４８６ １．２９
血中酸素飽和度測定 ２２８，３７９ ５１１，６８６ ８３６，６５０ １，２２０，２４４ １，６５５，７３１ １．３６
心 電 図 伝 送 等 ３４，７１２ ７８，１４１ １２３，９１６ １８４，１８３ ２３６，０２３ １．２８
経 鼻 エ ア ウ エ イ ７７，６６ １４，８１８ ２０，４０４ ２５，０８６ ２９，６５９ １．１８
喉頭鏡・マギール鉗子 ３，３１０ ５，３７９ ６，６９６ ７，６５９ ９，５１０ １．２４
拡 大 ９ 項 目 小 計 ６４１，９３４ １，３４１，９７７ ２，１１２，７１６ ２，９８７，３４５ ３，９９３，０４６ １．３４

（指数） （１００） （２０９） （３２９） （４６５） （６２２）
特 定 ３ 行 為 小 計 ３，８６１ ９，６８７ １１，９８５ １５，９９６ ２１，６６０ １．３５

（指数） （１００） （２５１） （３１０） （４１４） （５６１）
拡 大 処 置 範 囲 計 ６４５，７９５ １，３５１，６６４ ２，１２４，７０１ ３，００３，３４１ ４，０１４，７０６ １．３４

（指数） （１００） （２０９） （３２９） （４６５） （６２２）

区 分 救助隊設置消防本部数 救助業務実施市町村数 救助隊数 救助隊員数

平１０．４．１現 在 ８７５ ３，０１８ １，５０９ ２３，４２２

平９．４．１現 在 ８６９ ２，９８６ １，４９３ ２２，９２０

対 前 年 増 減 数 ６ ３２ １６ ５０２

対前年増減率（％） ０．７ １．１ １．１ ２．２

－８－



は、救助出動件数５万７，５３３件（前年５万３，４９７

件）、そのうち救助活動件数は、３万５，０５０件

（前年３万２，５７２件）で、救助人員は３万５，１０５

人（前年３万２，８２８人）となっています。

また、救助活動を実施するために出動した

人員は、延べ９９万８，７０３人（うち消防職員８４

万２，１５４人、消防団員１５万６，５４９人）でした。

火災時における救助活動の状況は、救助活

動件数６，７５０件（前年６，４１８件）、救助人員１，４０３

人（前年１，１４３人）、救助出動人員延べ３８万

８，８１１人（うち消防職員２６万０，０１９人、消防団

員１２万８，７９２人）となっており、火災以外の

災害時における救助活動の状況は、救助活動

件数２万８，３００件（前年２万６，１５４件）、救助

人員３万３，７０２人（前年３万１，６８５人）、救助

出動人員延べ６０万９，８９２人（うち消防職員５８

万２，１３５人、消防団員２万７，７５７人）となって

います。

事故種別ごとに救助活動の状況をみると、

救助出動件数で最も多いのは、交通事故の３

万２，３８２件で全体の５６．３％を占めています。

次いで、火災６，７５０件（１１．７％）、建物等によ

る事故５，４７４件（９．５％）の順となっています。

また、救助活動件数でも交通事故が最も多

く１万７，５７０件で全体の５０．１％を占め、次に

多いのは、火災の６，７５０件（１９．３％）、以下、

建物等による事故、水難事故、機械による事

故の順となっています。

救助人員については、交通事故によるもの

が最も多く、２万２，６７６人で全体の６４．６％を

占めており、救助活動１件あたり平均１．３人

を救助していることになります。次いで建物

等による事故の４，１１８人（１１．８％）、以下、火

災、水難事故（火災、水難事故は同率）、機

械による事故の順となっています。

○救助活動の状況

・概況

・事故種別救助活動状況（平成９年中）

※（ ）内は構成比を示す。
※火災時の救助出動件数は、出動し実際に救助活動を実施した場合に出動件数として計上している。したが
って、救助出動件数と救助活動件数は、同数となっている。

※救助出動件数とは、消防機関が救助活動を行う目的で出動した件数である。
※救助活動件数とは、救助出動件数のうち実際に救助活動を実施した件数である。

区 分 救助出動件数 救助活動件数 救 助 人 員

平 成 ９ 年 中 ５７，５３３ ３５，０５０ ３５，１０５

平 成 ８ 年 中 ５３，４９７ ３２，５７２ ３２，８２８

対 前 年 増 減 数 ４，０３６ ２，４７８ ２，２７７

対前年増減率（％） ７．５ ７．６ ６．９

区 分
火 災 交 通

事 故
水 難
事 故

自 然
災 害

機械に
よる事
故

建物等
による
事故

ガス及
び酸欠
事故

爆 発
事 故

その他 合 計

救助出動
件数（件）

６，７５０ ３２，３８２ ２，４６０ ３５０ １，７８８ ５，４７４ ３４６ ８ ７，９７５ ５７，５３３

（１１．７） （５６．３） （４．３） （０．６） （３．１） （９．５） （０．６） （０．０） （１３．９） （１００）

救助活動
件数（件）

６，７５０ １７，５７０ １，５２９ ２２０ ８６６ ４，０１８ １２４ ３ ３，９７０ ３５，０５０

（１９．３） （５０．１） （４．４） （０．６） （２．５） （１１．５） （０．３） （０．０） （１１．３） （１００）

救助人員
（人）

１，４０３ ２２，６７６ １，４０３ ３９６ １，０９５ ４，１１８ １１８ １ ３，８９５ ３５，１０５

（４．０） （６４．６） （４．０） （１．１） （３．１） （１１．８） （０．３） （０．０） （１１．１） （１００）

－９－



１ はじめに

� 総出火件数は５，３５１件の減少

平成１０年上半期における総出火件数は

２８，９１４件であり、前年同期と比べると、

５，３５１件減少しています。

火災種別ごとにみると、建物火災は１，１１０

件、林野火災は１，６０９件、その他火災は２，６６４

件それぞれ減少し、一方、車両火災は２６件、

船舶火災は７件それぞれ増加しています。

� 火災による死者は３９人の増加、負傷者

は１６８人の減少

火災による死者は１，２４４人であり、前年

同期と比べると、３９人増加しています。

火災種別ごとにみると、建物火災は８２１人、

林野火災は１４人、車両火災は１５９人、その

他火災は２５０人の死者が発生しています。

火災による負傷者は３，９４５人であり、前

年同期と比べると、１６８人減少しています。

火災種別ごとにみると、建物火災は３，４６１

人、林野火災は５７人、車両火災は１３３人、

船舶火災は２４人、その他火災は２７０人の負

傷者が発生しています。

� 火災による死者（爆発を除く）の３８．０％

は乳幼児及び高齢者

爆発を除いた火災による死者１，２４０人に

ついて、年齢層別にみると乳幼児及び高齢

者が、死者全体では４７１人（３８．０％）、また、

建物火災の死者８２１人においては、３７５人

（４５．８％）をしめています。

 建物火災の死者のうち、住宅での死者は

８６．６％

建物火災における死者８２１人のうち、住

宅（戸建住宅、共同住宅、併用住宅）にお

ける死者は７１１人（８６．６％）となっていま

す。

! 出火原因の第１位は�放火�、続いて�た
ばこ�、�こんろ�
全火災２８，９１４件を出火原因別にみると、

�放火�３，５９７件（１２．４％）、�たばこ�３，０４３
件（１０．５％）、�こんろ�２，８８０件（１０．０％）、
�放火の疑い�２，７０９件（９．４％）、�たき
火�１，６７３件（５．８％）の順になっています。
爆発を除いた火災について、火災種別ご

とにみると、建物火災１７，０９２件にあっては、

�こんろ�２，８３３件（１６．６％）、�たばこ�
１，９００件（１１．１％）、�放 火�１，７９３件
（１０．５％）、�放 火 の 疑 い�１，２８０件
（７．５％）、�ストーブ�１，１５９件（６．８％）
の順になっています。

林野火災１，２４４件では、�たき火�３４０件
（２７．３％）、�たばこ�１６７件（１３．４％）、�火
入れ�１３５件（１０．９％）、�放火の疑い�１１４
件（９．２％）、�火あそび�７７件（６．２％）の
順になっています。

車両火災３，６２７件では、�放火�５３０件
（１４．６％）、�放火の疑い�３９８件
（１１．０％）、�排気管�３２６件（９．０％）、�内
燃機関�１６６件（４．６％）、�衝突の火花�１４６
件（４．０％）の順になっています。

その他火災６，７９１件では、�放火�１，２３７
件（１８．２％）、�たき火�１，０１５件（１４．９％）、
�放火 の 疑 い�９１１件（１３．４％）、�た ば
こ�８３１件（１２．２％）、�火 あ そ び�５４２件
（８．０％）の順になっています。

２ 全国の概況

� 出火件数

平成１０年上半期における総出火件数は

２８，９１４件で、これは、１日当たり約１６０件、

平成１０年上半期（１月～６月）における火災の概要

（概数）について

防災情報室
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約９分に１件の火災が発生したことになり

ます。

これを火災種別ごとにみますと、以下の

とおりです。

総出火件数 ２８，９１４件

建物火災 １７，１６０件（５９．３％）

林野火災 １，２４４件（４．３％）

車両火災 ３，６３０件（１２．６％）

船舶火災 ６３件（０．２％）

航空機火災 １件（０．０％）

その他火災 ６，８１６件（２３．６％）

また、それぞれを前年と比べますと、以

下のとおりとなります。

総出火件数 ５，３５１件（－１５．６％）減少

建物火災 １，１１０件（ －６．１％）減少

林野火災 １，６０９件（－５６．４％）減少

車両火災 ２６件（ ０．７％）増加

船舶火災 ７件（ １２．５％）増加

航空機火災 １件（－５０．０％）減少

その他火災 ２，６６４件（－２８．１％）減少

� 死傷者数

平成１０年上半期における死者数は１，２４４

人、負傷者は３，９４５人で、これは、１日あ

たり死者が６．９人，負傷者が２１．８人それぞ

れ発生したことになります。また、死者は、

火災２３．２件に１人、負傷者は７．３件に１人

発生したことになります。

死者数、負傷者数についてそれぞれ前年

と比べますと、以下のとおりです。

死者 ３９人（ ３．２％）増加

負傷者 １６８人（－４．１％）減少

� 火災による損害

続いて火災による損害については、以下

のとおりです。

焼損棟数 ２２，９６７棟 （ １２７棟／１日 １．３棟／件）

り災世帯数 １６，３６０世帯（９０世帯／１日１．０世帯／件）

建物焼損床面積 ８７１，５８７� （４，８１５�／１日５０．８�／件）

建物焼損表面積 ８３，１５６� （ ４５９�／１日 ４．８�／件）

林野焼損面積 ６１，７６７ａ （ ３４１ａ／１日４９．７ａ／件）

損害額 ８３２億１，２８０万円（４億５，９７４万円／１日２８８万円／件）

これらを前年と比べますと、それぞれ以

下のとおりとなります。

焼損棟数 ４，９２８件（－１７．７％）減少

り災世帯数 １，３７９世帯（－７．８％）減少

建物焼損床面積 １６７，９５２�（－１６．２％）減少
建物焼損表面積 ８，８１２� （－９．６％）減少
林野焼損面積 ２３７，１１７ａ（－７９．３％）減少

損害額 １５２億８，５２２万円（－１５．５％）減少

（注）前年比較における前年数値は、その後

の調査により変更があり、昨年同期の発

表数値と違うものがあります。

３ 建物用途別にみた火災発生状況

建物火災１７，１６０件を建物用途別にみますと、

以下のとおりです。

住宅 ６，７８８件（３９．６％）

共同住宅 ２，６４３件（１５．４％）

工場 １，１８１件（６．９％）

複合用途（特定） １，０６０件（６．２％）

併用住宅 ８１６件（４．８％）

倉庫 ５６９件（３．３％）

複合用途（非特定） ５６５件（３．３％）

事務所 ３６０件（２．１％）

飲食店 ２９７件（１．７％）

物品販売店舗 ２８５件（１．７％）

その他の用途の建物火災 ２，５９６件（１５．１％）

その他の用途には、学校、神社・寺院、旅

館、駐車場、遊技場、病院、社会福祉施設、

公会堂、停車場、料理店、キャバレー、幼稚

園、劇場、公衆浴場、スタジオ、図書館、地

下街、文化財等があります。

４ 出火原因別にみた火災発生状況

� 全火災２８，９１４件を出火原因別にみますと、

以下のとおりです。

放火 ３，５９７件（１２．４％）

たばこ ３，０４３件（１０．５％）

こんろ ２，８８０件（１０．０％）

放火の疑い ２，７０９件（９．４％）

たき火 １，６７３件（５．８％）

火あそび １，１９６件（４．１％）

ストーブ １，１９１件（４．１％）
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電灯・電話等の配線 ６７７件（２．３％）

火入れ ５０３件（１．７％）

マッチ・ライター ４９９件（１．７％）

配線器具 ４８９件（１．７％）

電気機器 ４３７件（１．５％）

焼却炉 ３８９件（１．３％）

排気管 ３６６件（１．３％）

溶接機・切断機 ３５５件（１．２％）

その他 ５，１５５件（１７．８％）

不明・調査中 ３，７５５件（１３．０％）

� 爆発を除く建物火災１７，０９２件を出火原因

別にみますと、以下のとおりです。

こんろ ２，８３３件（１６．６％）

たばこ １，９００件（１１．１％）

放火 １，７９３件（１０．５％）

放火の疑い １，２８０件（７．５％）

ストーブ １，１５９件（６．８％）

火あそび ５４７件（３．２％）

電灯・電話等の配線 ５３０件（３．１％）

配線器具 ３８８件（２．３％）

電気機器 ３０４件（１．８％）

風呂かまど ３０１件（１．８％）

たき火 ２７３件（１．６％）

マッチ・ライター ２４６件（１．４％）

灯火 ２４６件（１．４％）

溶接機・切断機 ２２９件（１．３％）

煙突・煙道 １９９件（１．２％）

その他 ２，５６７件（１５．０％）

不明・調査中 ２，２９７件（１３．４％）

� 爆発を除く林野火災１，２４４件を出火原因

別にみますと、以下のとおりです。

たき火 ３４０件（２７．３％）

たばこ １６７件（１３．４％）

火入れ １３５件（１０．９％）

放火の疑い １１４件（９．２％）

火あそび ７７件（６．２％）

放火 ３４件（２．７％）

マッチ・ライター ２３件（１．８％）

焼却炉 １７件（１．４％）

取灰 ６件（０．５％）

内燃機関 ２件（０．２％）

電灯・電話等の配線 ２件（０．２％）

煙突・煙道 １件（０．１％）

かまど １件（０．１％）

こんろ １件（０．１％）

溶接機・切断機 １件（０．１％）

その他 １０４件（８．４％）

不明・調査中 ２１９件（１７．６％）

 爆発を除く車両火災３，６２７件を出火原因

別にみますと、以下のとおりです。

放火 ５３０件（１４．６％）

放火の疑い ３９８件（１１．０％）

排気管 ３２６件（９．０％）

内燃機関 １６６件（４．６％）

衝突の火花 １４６件（４．０％）

たばこ １４０件（３．９％）

マッチ・ライター １０８件（３．０％）

電気機器 １００件（２．８％）

電気装置 ８９件（２．５％）

配線器具 ５９件（１．６％）

たき火 ４１件（１．１％）

火あそび ２９件（０．８％）

電灯・電話等の配線 ２６件（０．７％）

焼却炉 １９件（０．５％）

溶接機・切断機 １５件（０．４％）

その他 ８５７件（２３．６％）

不明・調査中 ５７８件（１５．９％）

! 爆発を除く船舶火災６３件を出火原因別に

みますと、以下のとおりです。

電灯・電話等の配線 ８件（１２．７％）

溶接機・切断機 ８件（１２．７％）

放火の疑い ４件（６．３％）

電気機器 ３件（４．８％）

たばこ ３件（４．８％）

こんろ ３件（４．８％）

放火 ３件（４．８％）

排気管 ３件（４．８％）

マッチ・ライター ２件（３．２％）

配線器具 ２件（３．２％）

灯火 １件（１．６％）
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たき火 １件（１．６％）

ストーブ １件（１．６％）

焼却炉 ０件（０．０％）

内燃機関 ０件（０．０％）

その他 ９件（１４．３％）

不明・調査中 １２件（１９．０％）

" 爆発を除く航空機火災１件の出火原因に

ついては、現在調査中です。

# 爆発を除くその他火災６，７９１件を出火原

因別にみますと、以下のとおりです。

放火 １，２３７件（１８．２％）

たき火 １，０１５件（１４．９％）

放火の疑い ９１１件（１３．４％）

たばこ ８３１件（１２．２％）

火あそび ５４２件（８．０％）

火入れ ３０７件（４．５％）

焼却炉 １８５件（２．７％）

マッチ・ライター １１２件（１．６％）

電灯・電話等の配線 １１１件（１．６％）

溶接機・切断機 ９５件（１．４％）

配線器具 ３９件（０．６％）

取灰 ３０件（０．４％）

電気装置 ２７件（０．４％）

電気機器 ２５件（０．４％）

こんろ １９件（０．３％）

その他 ６６６件（９．８％）

不明・調査中 ６３９件（９．４％）

$ 爆発のみの火災９６件を出火原因別にみま

すと、以下のとおりです。

こんろ １２件（１２．５％）

マッチ・ライター ８件（８．３％）

溶接機・切断機 ７件（７．３％）

ストーブ ６件（６．３％）

電気機器 ５件（５．２％）

風呂かまど ４件（４．２％）

たき火 ３件（３．１％）

炉 ３件（３．１％）

たばこ ２件（２．１％）

放火の疑い ２件（２．１％）

焼却炉 １件（１．０％）

電気装置 １件（１．０％）

配線器具 １件（１．０％）

火あそび １件（１．０％）

内燃機関 ０件（０．０％）

その他 ３１件（３２．３％）

不明・調査中 ９件（９．４％）

５ 死傷者の発生状況

� 火災種別死者発生状況

全死者１，２４４人について火災種別ごとに

みますと、以下のとおりです。

建物火災 ８２１人（６６．０％）

林野火災 １４人（１．１％）

車両火災 １５９人（１２．８％）

船舶火災 ０人（０．０％）

航空機火災 ０人（０．０％）

その他火災 ２５０人（２０．１％）

� 建物用途別死者発生状況

建物火災における死者８２１人を建物用途

別にみますと、以下のとおりです。

住宅 ５３０人（６４．６％）

共同住宅 １３７人（１６．７％）

併用住宅 ４４人（５．４％）

複合用途（特定） ３０人（３．７％）

複合用途（非特定） １６人（１．９％）

工場 ９人（１．１％）

倉庫 ５人（０．６％）

飲食店 ３人（０．４％）

物品販売店舗 ２人（０．２％）

旅館 ２人（０．２％）

その他の用途の建物火災 ４３人（５．２％）

その他の用途には、停車場、遊技場、駐

車場、社会福祉施設、事務所、学校、公衆

浴場等があります。

� 火災種別負傷者発生状況

全負傷者３，９４５人について火災種別ごと

にみますと、以下のとおりです。

建物火災 ３，４６１人（８７．７％）

林野火災 ５７人（１．４％）

車両火災 １３３人（３．４％）

船舶火災 ２４人（０．６％）
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航空機火災 ０人（０．０％）

その他火災 ２７０人（６．８％）

 建物用途別負傷者発生状況

建物火災における負傷者３，４６１人を建物

用途別にみますと、以下のとおりです。

住宅 １，６９４人（４８．９％）

共同住宅 ６１５人（１７．８％）

複合用途（特定） ２３１人（６．７％）

併用住宅 １９９人（５．７％）

工場 １８１人（５．２％）

複合用途（非特定） １４６人（４．２％）

飲食店 ５２人（１．５％）

物品販売店舗 ３２人（０．９％）

事務所 ３２人（０．９％）

倉庫 ３１人（０．９％）

その他の用途の建物火災 ２４８人（７．２％）

その他の用途には、社会福祉施設、学校、

病院、旅館、遊技場、神社・寺院、公衆浴

場、駐車場、公会堂、キャバレー、劇場、

スタジオ、文化財等があります。

! 死者の発生した経過別死者発生状況

全死者１，２４４人について，死者の発生し

た経過別にみますと、以下のとおりです。

放火自殺 ５００人（４０．２％）

逃げおくれ ４４６人（３５．９％）

着衣着火 ９１人（７．３％）

出火後再進入 １１人（０．９％）

その他 １９６人（１５．８％）

" 年齢層別死者発生状況

爆発を除く死者１，２４０人について，年齢

層別にみますと、以下のとおりです。

６～６４歳以下 ７６５人（６１．７％）

６５歳以上 ４３４人（３５．０％）

５歳以下 ３７人（３．０％）

年齢不明 ４人（０．３％）

# 複合条件による死者発生数

% 年齢層並びに火災種別ごとにみると、

以下のとおりです。

・５歳以下（爆発を除く）

建物火災 ３４人（９１．９％）

林野火災 ０人（０．０％）

車両火災 ２人（５．４％）

船舶火災 ０人（０．０％）

航空機火災 ０人（０．０％）

その他火災 １人（２．７％）

・６～６４歳以下（爆発を除く）

建物火災 ４４４人（５８．０％）

林野火災 ２人（０．３％）

車両火災 １４４人（１８．８％）

船舶火災 ０人（０．０％）

航空機火災 ０人（０．０％）

その他火災 １７５人（２２．９％）

・６５歳以上（爆発を除く）

建物火災 ３４１人（７８．６％）

林野火災 １２人（２．８％）

車両火災 １２人（２．８％）

船舶火災 ０人（０．０％）

航空機火災 ０人（０．０％）

その他火災 ６９人（１５．９％）

& 年齢層並びに建物用途別にみると、以

下のとおりです。

・５歳以下（爆発を除く）

住宅 ２１人（６１．８％）

共同住宅 ６人（１７．６％）

複合用途（非特定） ５人（１４．７％）

複合用途（特定） １人（２．９％）

併用住宅 １人（２．９％）

・６～６４歳以下（爆発を除く）

住宅 ２５５人（５７．４％）

共同住宅 ９０人（２０．３％）

併用住宅 ３４人（７．７％）

複合用途（特定） １６人（３．６％）

工場 ８人（１．８％）

倉庫 ５人（１．１％）

複合用途（非特定） ３人（０．７％）

飲食店 ２人（０．５％）

その他 ３１人（７．０％）

・６５歳以上（爆発を除く）

住宅 ２５４人（７４．５％）

共同住宅 ４０人（１１．７％）
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複合用途（特定） １３人（３．８％）

併用住宅 ９人（２．６％）

複合用途（非特定） ８人（２．３％）

物品販売店舗 ２人（０．６％）

公衆浴場 １人（０．３％）

工場 １人（０．３％）

その他 １３人（３．８％）

' 年齢層並びに死者の発生した経過別に

みると、以下のとおりです。

・５歳以下（爆発を除く）

逃げおくれ ３０人（８１．１％）

放火自殺 ３人（８．１％）

着衣着火 １人（２．７％）

出火後再進入 ０人（０．０％）

その他 ３人（８．１％）

・６～６４歳以下（爆発を除く）

放火自殺 ４１６人（５４．４％）

逃げおくれ １９４人（２５．４％）

着衣着火 ２８人（３．７％）

出火後再進入 ４人（０．５％）

その他 １２３人（１６．１％）

・６５歳以上（爆発を除く）

逃げおくれ ２１８人（５０．２％）

放火自殺 ７９人（１８．２％）

着衣着火 ６２人（１４．３％）

出火後再進入 ７人（１．６％）

その他 ６８人（１５．７％）
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世界でも最大規模の海洋土木工事、東京湾を

はさむ木更津市と川崎市を結ぶ東京湾アクアラ

インが昨年１２月に開通しました。夢の架け橋と

いわれ、構想から３１年、着工から８年の歳月を

かけ、夢が現実のものとなったわけです。東京

湾アクアラインは、延長１５．１キロメートルで木

更津沖４．４キロメートルに造られた人工島�海
ほたる�を接点に海上ルート５．１キロメートル
と海底ルート１０キロメートルの自動車専用道路

です。

海ほたるは世界でも珍しい海上にあるパーキ

ングエリアで、豪華客船をイメージしたもので

す。３６０度のパノラマは本家アクアライン以上

の観光スポットとなっており、これを目的に訪

れる観光客は多く、本線道路の渋滞を引き起こ

す程までに人気が集まっております。

アクアラインの開通に沸く木更津市は、昭和

１７年に市政が施行され昨年５５周年を迎えました。

�きさらづ�の名が文献の上に現れてきたのは、
中世にはいってからでしたが、きさらづという

地名の起こりといえば、必ず語られるのが日本

武尊（やまとたけるのみこと）と弟橘姫（おと

たちばなひめ）の悲恋の伝説です。日本武尊が

東夷征討の際相模から上総へ渡ろうとしたとき、

突然海が荒れ、船が転覆しそうになり、日本武

尊の妃弟橘姫は海中に身を投じ海神の怒りをお

さめ無事上総に渡ることができた。上陸した尊

は、この地の丘にのぼり、姫の沈んだ海をなが

め悲しみ、しばしこの地を去らなかったことか

ら、この地が君不法と名付けられ、きみさらず

が木更津になったと伝えられており何やらこじ

つけめいてはいますが、木更津とその周辺には、

日本武尊と弟橘姫にまつわる話はたいへん多く、

捨てがたい伝説といえます。

江戸時代には、木更津水夫が霞ケ原の戦いで

功績をあげたことから、徳川幕府から特権を与

えられ、その権力を背景に交通の要所となり、

当時の交通機関であった木更津船は、東京湾内

随一の勢力を誇りました。歌舞伎の名狂言で知

られる切られ与三郎とお富の�与話情浮名横
櫛�の舞台にもなりました。
消防本部は、昭和２６年４月に１本部・１署２１

人体制で発足、その後町村合併や市街地開発に

合わせ署所を開設、平成８年１０月には東京湾ア

クアラインの接岸地に本市北部地区の防災上の

拠点施設として分署を開署し、現在では１本部

・１署・３分署・３出張所となり１８１人の職員

と６４０人の消防団員で管内面積１３８．６５平方キロ

メートル、人口１２万市民の安全を日夜見守って

おります。

市街地における署所数の多さは、住民により

接した位置に署所が置かれて消防車が配置され

ているということで、住民意識のなかで安心感

が定着しております。

�水と緑の豊かな自然を守り、安全で住みよ
いまちをつくります。�これは木更津市民憲章
の第一の条文です。アクアラインの開通をはじ

めとする高速道路の開通、千葉県の進めるDNA

の研究開発施設と先端産業企業の進出で、本市

を取り巻く環境は近年例を見ないほどの変化を

遂げようとしており安全に対する消防への期待

も大きくなっております。

これに対応すべく増加している救急需要に対

して４台ある救急自動車全ての高規格化（今年

度中に２台目）と救急救命士の養成（現在４

名）をここ数年で実施する計画でおります。

また、市民防災としての自主防災組織の普及

をすすめ、毎年定例的に地域ごとの訓練を定着

北から南から ◆各地の消防だより

東京湾アクアラインの着岸地0君不法1
木更津市消防本部 消防長 地 2 昌
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させております。実践的な夜間訓練や全住民の

避難訓練等を実施する防災組織もあり、確実に

市民防災は定着した感があります。

さらに市民救急隊員を普及させるべく、１世

帯・１事業所に１名の応急手当講習修了者を目

指して、講習会を積極的に開催しております。

こうした中、去る９月６日には、�救急の日�
に因み、話題の�海ほたる�で救急フェアを開
催しました。人工呼吸等の応急手当講習会にも

多くの参加があり、新しい観光スポットでの催

しとあって、若いカップルの参加が多くありま

した。

火災予防においては、幼い頃から火の用心の

大切さを唱え、幼年消防クラブの設立に力を注

ぎ、事業所の代表者で組織する木更津市防火協

会が中心となって市内の全幼稚園、保育園に消

防クラブを設立いたしました。事業所の代表者

が自ら子どもに火の用心を教える訳であります

から、自分の事業所で火災なんぞやという感も

あり、これが功を奏して今までに会員事業所か

らの火災は無であります。子どもによる火遊び

の割合も激減をしており、これからも続いても

らいたいと願わずにはおられません。

本格的な冬の到来に備え、暖房器具の手入れ

などは万全でしょうか。

私たちの身の回りにある暖房器具の多くは灯

油を燃料としています。また、自動車用燃料と

してガソリンが使われています。これらは、私

たちの生活に欠くことのできないものであり、

大変に便利である反面、その取扱いを誤れば火

災等の事故を引き起こす危険性をもっています。

これらが原因となった火災を調べると、たとえ

ば、ガソリンを灯油と間違えて石油ストーブ等

に補給したため火災が発生するなど、簡単な取

扱い上のミスや灯油、ガソリンの性質を知らな

かったり、慣れからくる油断によるものがほと

んどです。灯油、ガソリンを安全に取り扱うた

めにはそれぞれの性質を知り、保管や取扱いに

注意することが大切です。

灯油、ガソリンには次のような性質がありま

す。

１ ガソリンは低い温度でも可燃性の蒸気を発

生し易いため、マッチやライターの小さな火

でも簡単に引火します。また、灯油も、一定

の温度以上に加熱されるとガソリンと同様の

危険性があります。

２ 灯油、ガソリンから発生する可燃性の蒸気

は空気より重く、床面や低い所に滞留し、溝

等に入れば遠くまで流れていきます。このた

め、思わぬ所の火気により引火して火災を引

き起こすことがあります。

３ 灯油、ガソリンは水に溶けず、また、水よ

り軽い性質があるため、水に浮いて広がりま

す。このため、火災の際に水による消火は火

を広げるのみで、かえって消火を困難にする

場合があります。

以上のような性質を持っている灯油、ガソリ

ンの取扱いや保管には、次のような点に注意し

ましょう。

１ 取扱い上の注意

�火気の近くでは取扱わない。
�石油ストーブ等に灯油を補給する場合は、
石油ストーブ等の火は必ず消し、溢れ出な

いように注意しながら、給油中はその場を

絶対に離れない。

�使用する前に容器等に表示されている注意
事項を必ず読む。

☆灯油、ガソリンの取扱いに注意しましょう

（危険物規制課）

��������������� 広 報 資 料・１２月分 ���������������
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�灯油とガソリンを間違わないように、色や
臭い等で区別する習慣を身につける。

ア 色による区分

・ガソリン…オレンジ系色

・灯油………無色透明

イ 臭いによる区分

ガソリン、灯油は、それぞれ特徴のあ

る臭いを有しているので、灯油を購入し

た際、いつもと違う臭いがする場合は注

意する。

�万一の場合に備え、消火器を準備し、いつ
でも使えるようにしておく。

２ 保管上の注意

�必要以上に買いだめしない。
�灯油用の容器は金属製のもの、又はポリエ
チレン製で安全性に係る推奨マーク及び認

定証が貼付されているものを使用するとと

もに、必ず栓をしっかり締めて密閉するこ

と。

�保管場所は火気を使う場所から遠ざけると
ともに、直射日光を避けた冷暗所とする。

�地震時に容器が転倒したり、落下物によっ
て容器が破損したりしないようにする。

なお、灯油、ガソリンの保管や取扱いに

関する相談は最寄りの消防署へ。

暖かい地方に住んでいる方にとっては、雪と

いえばスキーやクリスマスといった楽しいイメ

ージを持たれることでしょう。雪は、大切な観

光資源にもなりますが、ひとたび大雪となると

大きな災害をもたらすことがあります。雪国で

生活する方にとっては、雪は生活面での不便さ

だけでなく恐ろしい存在でもあります。

冬になると日本列島を取り囲む気候は、一般

的に西高東低の気圧配置となり、シベリア寒気

団からの季節風が日本海の水蒸気をたっぷりと

含んで、いわば列島の背骨である山脈にぶつか

ることで、日本海側を中心に豪雪をもたらしま

す。

次の表にみられるように、雪害により毎年尊

い生命が失われており、自然災害の中でも相当

なウエイトを占めており極めて深刻な被害をも

たらしているといえます。

一般的に、雪による被害には、大量の降雪に

よるもの（交通障害など）、雪の重さによるも

の（家屋の倒壊、樹木の折損など）、雪崩、融

雪によるもの（洪水、地滑りなど）があります

が、この中でも人的被害につながりやすいもの

は、雪崩によるものと屋根の雪下ろし中の転落

事故によるものが多く、特に、雪崩が発生した

場合には、一度に多くの犠牲者を伴う場合がみ

られます。

昭和６１年１月２６日新潟県能生町で発生した大

規模な雪崩により、１３名もの死者が発生したこ

とは、この典型的な例といえます。

☆雪害に備えよう

（防 災 課）

区 分 雪 害 風水害 地 震 地滑り その他

７
年

死者・行方不明者 １４ １９ ６，４３３ － １２

負 傷 者 ８０ ９０ ４３，９５７ － ３１

８
年

死者・行方不明者 ２８ ２０ － ３４ ２

負 傷 者 １７６ ２５４ ２８ ９ ３６

９
年

死者・行方不明者 １６ ５０ － １ ４

負 傷 者 ５３ ２１７ １２０ ５ ３１
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こうした豪雪の恐れがある地域については法

律に基づいて�豪雪地帯�として、北海道、東
北地方を中心に全県指定が１０道県、一部地域と

して１４府県が指定されています。これらの地域

について、政府としては、道路、鉄道等の重要

路線の除雪体制の強化、雪崩防止柵の整備など

地域の産業の振興及び民生の安定向上のために

総合的な豪雪対策を推進しており、また、雪害

災害に対する住民の理解と関心を深めるため、

１２月１日～７日を�雪崩防災週間�として各種
行事を実施しています。

消防庁では、都道府県と市町村が定める防災

のための総合計画である地域防災計画の見直し

を進める中で、災害発生の恐れがあるときに気

象情報や防災上必要な情報をできるだけ早く収

集し、住民に迅速かつ正確に伝達し、また、避

難の指示等を的確に発し、住民の方々に確実に

伝えるための情報収集伝達体制及び警戒避難体

制を整備するよう指導しています。

今年も、警戒を怠らずに、雪に強い安全なま

ちづくりを進めていきたいものです。

�放火�及び�放火の疑い�による火災は、
昭和６０年以降連続して出火原因のトップを占め

ているとともに、平成４年以降連続して１万件

を超えています。

放火火災の傾向としては、冬から春先及び夜

間から明け方（２０時以降翌朝の６時までの間）

にかけて多く発生しています。また、都市部に

おける発生件数が多いことも特徴となっていま

す。

放火火災の要因は様々であることから、一般

の火災とは異なった予防対策が必要です。以下

の点に特に注意し、放火されない環境をつくる

よう心がけましょう。

○ 建物に対する防火防止

建物に放火されたケースを見ると、建物外

周部、倉庫・物置、共同住宅等の玄関ホール

や階段室等の共用部分など、侵入されやすい

場所や人気のない暗がりにおける放火が目立

ちます。侵入を防ぐという観点からは、施錠

管理をきちんと行うことと、照明器具の設置

等により暗がりをなくすことが放火火災を防

止する上で有効です。また、建物の周囲に燃

えやすい物を放置せずに、きちんと片づけて

おくようにしましょう。夜間無人となる工事

現場や空き家なども監視性が低く放火される

おそれが高い場所であることから同様の措置

を講ずるとともに、敷地内への侵入を防ぐた

めの囲い等の設置、電源の遮断、ガスの供給

停止等を行う必要があります。

○ 車両に対する放火防止

路上、建物外周部及び屋外駐車場に駐車中

の車両の荷台やボディカバーなどに放火され

るケースや施錠がされていない車両の内部に

放火されるケースなどもあります。防止対策

としては、不用意に車を放置しないことが重

要ですが、ボディカバーに防炎製品のものを

使用したり、施錠管理をしっかり行うことも

有効です。

○ その他のものに対する放火防止

夜間にゴミ捨て場のゴミや放置された新聞

・雑誌等に放火されるケースが多く見られま

す。夜間にゴミを放置しないなどゴミ集積場

所の環境づくりを地域ぐるみで実施し、住民

一人ひとりのモラルの高揚を図ることも重要

です。

放火は不特定多数の人間の生命、身体及び

☆放火による火災の防止

（予 防 課）
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財産に危険をもたらす極めて悪質な犯罪です。

放火の危険から地域社会を守るためには、住

民、事業所、鐘い機関等が一体となって、放

火されにくい地域環境を作り出す必要があり

ます。地域の実情に即して、町内会、自治会、

自主防災組織、事業所、関係機関等が連携し、

協力体制を確立することによって、地域全体

で放火に立ち向かうようにしましょう。

平成８年中におけるストーブによる火災は全

国で２，１０７件発生し、中でも石油ストーブによ

る火災は１，４３２件で最も多く、ストーブによる

火災全体の６８．０％を占めています。また、スト

ーブによる火災の主な経過をみると、火をつけ

たままの給油や移動、カーテン・洗濯物等の可

燃物との接触、使用方法の誤りなど不注意によ

り出火するケースが多く見られます。

寒い時季を迎え、これからストーブなどの暖

房器具を使用する機会が多くなりますが、スト

ーブによる火災を出さないよう、特に次の点に

注意するよう心がけましょう。

１ 設置場所

・ ストーブの近くに紙、衣類など燃えやす

いものを置かないこと。

・ カーテン等がストーブに接触しないよう

にすること。

・ ストーブの上方に洗濯物を干さないこと。

・ ストーブの近くでヘアスプレー等の引火

の危険があるものは使用しないこと。

２ 使用方法

・ 取扱説明書をよく読んで正しい使用方法

で使用すること。

・ カートリッジタンク式のものは、給油後、

タンクのふたを確実に締め、漏れのないこ

とを確認すること。

・ ストーブは対震自動消火装置付きのもの

を使用すること。

３ 点火及び消火の確認

・ 点火後は、炎の調節を行い、正常に燃焼

していることを確認すること。

・ 就寝時、外出時には、必ず完全に消火し

ていることを確認すること。

４ 設置方法

・ 地震等の振動により転倒しないよう、固

定する必要のあるストーブは、きちんと固

定すること。また、煙突がついているもの

は、金属や支線等を使用して固定すること。

５ 点検・整備

・ 暖房シーズン前には、十分な点検・整備

を行い、安全装置等が故障している場合に

は、販売店等に修理を依頼すること。

☆石油ストーブなどの安全な取扱い

（予 防 課）
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平成１０年９月の通知・通達について

☆テレビによる防災キャンペーン（１１月分）☆

��������������� お 知 ら せ ���������������

発 番 号 日 付 あ て 先 発信者 標 題

消防特第１２９号 １０．９．２ 都道府県消防防災主管部
長

特殊災害室長 高速自動車国道活用施設に係る消防用自動車
等の緊急通行について（通知）

消防危第７９号 １０．９．４ 各都道府県消防主管部長 危険物規制課長 �地下タンク及び地下埋設配管の定期点検の
指導指針について�等の一部改正について

消防危第８０号 １０．９．１０ 各都道府県消防主管部長 危険物規制課長 移動タンク貯蔵所等に対する立入検査の実施
について

消防危第８３号

消防救第２０２号

１０．９．１７

１０．９．１７

各都道府県消防主管部長

各都道府県消防主管部長

危険物規制課長

救急救助課長

毒物、劇物等の混入事件に対する対応につい
て（通知）
毒物、劇物等の混入事件に対する対応につい
て（通知）

��������������� 消 防 庁 辞 令 ���������������

（平成１０年９月１６日付）

氏 名 新 旧

北 村 重 治 出向
（建設省住宅局建築指導課課長補佐へ）

予防課国際規格対策官兼課長補佐

島 田 和 明 予防課国際規格対策官兼課長補佐 建設省住宅局建築指導課課長補佐

（平成１０年 q１０月１日付）

氏 名 新 旧

鈴 木 善 彰 免消防団係長事務取扱 消防課主幹・消防団係長事務取扱

村 上 敬 出向
（自治大臣官房国際室国際交流第一係長兼国
際交流第二係長へ）

消防課職員第二係長兼国際協力係長

依 田 和 弘 消防課消防団係長 消防課

矢 竹 千 洋 消防課職員第二係長兼国際協力係長 自治大臣官房総務課

大 竹 勇 二 兼総務課 消防研究所庶務課

ご存じですか ―防災ミニ百科―

放送日 主管課 テ ー マ

１１月５日 予 防 課 住宅火災予防

－２１－



第２６回日本救急医学会救急隊員部会学術総会の開催について

第２６回日本救急医学会救急隊員部会学術総会

は、１１月１２日�～１４日
の３日間にわたり香川
県自治会館、香川県厚生年金会館及びマリンパ

レスさぬき（香川県高松市）において下記によ

り開催されることとなりました。

本学会では、救急隊員部会以外にも医師部会

や看護婦部会へ参加することができ、普段あま

り聴くことのできない専門性の高い演題等多種

多様な演題を聴くことができるため、救急隊員

のみならず広く消防職員に参加していただきた

いと思います。

―第２６回日本救急医学会救急

隊員部会学術総会の内容―

１ シンポジウム

�救急隊の多様な運用形態とその選択�
救急業務を迅速、適切に遂行するために指

令室や消防隊との連携といった消防機関の組

織力を生かす方法について先進的な例をもと

に論議する予定です。

２ , ラウンドテーブルディスカッション１

�消防防災ヘリコプターを使った救急業務
のあり方について�
消防防災ヘリコプターによる搬送が救急業

務として明確に位置付けられたことを契機に、

今後の救急業務のあるべき姿について討議し

ます。

- ラウンドテーブルディスカッション２

�救急救命士の病院実習―救急救命士の病
院内実習検討委員会報告を受けて―�
救急救命士の病院内実習検討委員会報告を

受けて、今後あるべき救急救命士の病院実習

について議論します。

３ 教育講演

� �意識障害の病態からみた観察と処置に

ついて�白川洋一教授（愛媛大学医学部）
� �外傷性ショックの病態からみた観察と
処置について�中谷寿男教授（関西医科大
学救急医学科）

� �呼吸不全の病態からみた観察と処置に
ついて�篠崎正博助教授（和歌山医科大学
高度集中治療センター）

それぞれの病態における観察と処置につ

いて、救急隊員として知っていなければな

らない基本的なことから見落としやすいピ

ットフォールを含めて講演をいただくこと

になっています。

４ 一般演題

� �救急活動１～４�
� �救急業務１～３�
� �応急手当の普及啓発�
 �救急隊員の教育訓練、その他�
各消防機関から募集を行い、全国から６１

題採用されており、各演者からそれぞれの

内容について発表していただきます。

―スケジュールの予定―

・１１月１２日�
香川厚生年金会館 ９：３０～１７：００

開会式、ラウンドテーブルディスカッショ

ン１、シンポジウム、教育講演�、一般演
題

・１１月１３日�
香川県自治会館 ９：００～１６：５０

・マリンパレスさぬき ９：００～１６：２０

ラウンドテーブルディスカッション２、一

般演題

・１１月１４日

香川県自治会館 ９：００～１２：１５

教育講演��、閉会式

救急救助課
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平成１０年度*救急の日+及び*救急医療週間+を終えて

今年も、９月９日
の�救急の日�を含んだ
９月６日�から９月１２日
までの�救急医療週
間�に、全国各地で救急に関する行事が開催さ
れました。

�救急の日�及び�救急医療週間�は、救急
医療及び救急業務に対する国民の正しい理解と

認識を深め、かつ、救急医療関係者の意識の高

揚を図るため、昭和５７年から毎年実施されてい

るもので、本年も全国の自治体、消防本部、医

療機関等を中心に実施されました。

各消防機関では、心肺蘇生法の実技指導等応

急手当指導や救急資機材の展示、著名人による

一日救急隊長、消防音楽隊の演奏など、各地で

特色ある救急フェア・フェスティバルを実施し

ました。

消防庁でも、各都道府県知事あてに本年度の

�救急の日�及び�救急医療週間�の実施につ
いて重点方針等を通知するとともに、啓発ポス

ターの作成・配布、インターネットによる広報、

テレビ報道等のマスコミ媒体を活用して、救急

救命士制度や救急業務の紹介、応急手当の普及

啓発を行いました。

また、９月９日から１１日までの３日間、JR

東京駅において�救急の日'９８�を開催しまし
た。９日の開会式にはタレントの橋谷能理子さ

んや谷合消防庁長官らによるテープカットをは

じめ、高橋救急救助課長の心肺蘇生法の実演や

女優のかとうかずこさんを招いた講演会を行い

ました。これには多くの乗客が足を止め見学していました。

平成９年中の全国の救急出場件数は３４７万件

余りに及び、今後、さらに救急業務の必要性、

重要性は高まっていくものと考えられます。

消防庁としても、救急救命士の養成をはじめ

とする救急隊員の教育訓練の推進や医療機関と

の連携体制の確立、高規格救急自動車等の資機

材整備の促進等を通じて、高度化に向けた施策

を実施中ですが、�救急の日�及び�救急医療
週間�を機会に多くの方に救急業務や応急手当
の重要性を理解していただきたいと考えており

ます。

救急救助課

��������������� 最 近 の 行 事 か ら ���������������

－２３－



開発途上諸国の研修員の消防庁長官表敬訪問について

消防庁では、国際協力事業団と協力して、開

発途上諸国の消防関係者に対する各種の研修を

実施していますが、平成１０年８月２４日	に、消
火技術研修に参加されている研修員８名が、ま

た、９月１０日�には、救急救助技術研修に参加
されている研修員１０名が消防庁長官を表敬訪問

されました。

消火技術研修は北九州市消防局が、救急救助

技術研修は、大阪市消防局が中心となって、研

修を実施しています。

これらの研修は、我が国技術協力計画の一環

として日本政府によって設けられ、開発途上諸

国の消防の発展に寄与することを目的として実

施しています。

消火技術研修表敬訪問（審議会室）

救急救助技術研修表敬訪問（長官室）

消 防 課
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消防研究コーナー ～消防研究所からのお知らせ～

第４６回全国消防技術者会議の開催について

消防に関する技術開発、調査研究等の成果を発表し討議等を行う�第４６回全国消防技術者会議�を
下記により開催しますので、ご案内いたします。

記

１ 開 催 日 平成１０年１０月２２日�、２３日�の２日間

２ 開催場所 ニッショーホール（日本消防会館）

東京都港区虎ノ門二丁目９－１６

TEL．０３（３５０３）１４８６

３ 会議内容 � 特別講演 NHK解説委員 吉 村 秀 實 氏

�災害時、情報はどうあるべきか�
� 地震防災対策をテーマとした研究発表

� 消防に関する技術開発、調査研究成果、災害事例の報告等をテーマとした研究発表

 開発・試作中機器等の展示・デモンストレーションによる発表

���������������������������������������������

*１１９番の日+啓発ポスターについて

自治体消防制度４０周年を記念して創設いたし

ました�１１９番の日�が、本年で１０周年を迎え
ております。

消防庁といたしましては、国民の消防全般に

対する正しい理解と認識を深めていただき、防

災意識の高揚、ひいては地域ぐるみの防災体制

の確立に資するため�１１９番の日�の啓発ポス
ターを作成いたしました。

消防研究所
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１ はじめに

火災現場におけるホース延長作業は消防隊員

自身がホースを運搬する�手びろめ�か、�ホ
ースバッグ�や�ホース延長車�にホースを積
載して運搬する方法で行われています。ホース

延長車には人力でえい航するものとモータやエ

ンジン等の動力を用いたものがあります。

手引きホース延長車は平坦な路面上で用いら

れますが、ホースを乗せたときの総重量が約２００

キログラム重にもなり、消防隊員の肉体的負担

はかなり厳しいものとなります。消防吏員の年

齢構成の高齢化に対応し、消防活動の機動力を

確保するために、消防装備の動力化、軽量化、

自動化が望まれています。

動力ホース延長車はいくつかの種類がありま

すが、車輪で走行するタイプのものは、積雪路

面上や砂地・砂利道・ぬかるみなどの不整地路

面上での使用は困難です。このような路面にお

けるホース延長車に求められる要件は、�操作
性がよいこと、�機能の信頼性が高いこと、�
消防自動車に積載できるように小型・軽量化が

図られたものであること、 耐久性、保守管理
性に富んでいること、!多様な積雪状態・路面
状態で使用できること、"低温下・不整地走行
時の機能の信頼性が高いことなどです。

消防研究所では、積雪路面上や不整地路面上

におけるホース延長操作を迅速かつ容易に行う

ことのできる�クローラー式ホースレイヤー�
を開発しました。また、ここでの研究成果は実

際の製品になっています。

２ 構造

開発したクローラー式ホースレイヤーの外観

を写真１に示します。このホースレイヤーは車

体とホース積載部からなっています。車体はフ

レーム、駆動部、操作部および安全装置で構成

されています。最低地上高は、直下に６５ミリメ

ートルホースがあっても接触しないように、１００

ミリメートルとしています。また、本体の重量

は２３０キログラム重です。

動力源は６馬力のガソリンエンジンを使用し

ました。走行輪にはゴム製のクローラ（無限軌

道）を使用しています。

操作はすべて本体後部で行う方式を採用しま

した。ステアリングハンドルの形状は、写真２

の�のように、自転車などと同様な T型をし
ています。

ホース積載部と荷物積載部には７本の６５ミリ

メートルホース�と２本の管鎗�および１個の
二股分岐管�が収納できます。消防統計による
と、放水隊１隊あたりが使用するホースの平均

本数がおよそ５本となっていて、積載ホースは

７本で十分と思われます。延長時にホースはエ

ンジンルームの右側から出ていきます。管鎗収

納箱はエンジンルームの前にあり、巻きつけら

れたホースの上に取り付けられています。

操作員が延長車にひかれる事故を防止するた

め安全スイッチ�（デッドマンスイッチ）を設
けてあります。また、緊急停止ボタンも番号９

の位置に設けられています。

３ 性能

本ホースレイヤーでは、U字型のホース積載

方法を採用して、延長されるホースが操作員の

歩行の邪魔にならないようにしました。

最大速度はおおむね後進時とシフトレバーが

消防研究コーナー ～消防研究所からのお知らせ～

クローラー式ホースレイヤー

消防研究所
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１速のとき時速３．５キロメートル、２速のとき

時速７キロメートル、３速のとき時速１０キロメ

ートルです。

無積雪状態の地肌、草地および積雪状態路面

の３種類の坂道において登坂能力試験を行いま

した。１速で傾斜２５度の地肌・草地および１５セ

ンチメートルの積雪状態で２２度の坂道の走行に

は支障がありませんでした。

また、満タンにした状態で２速で平坦地を走

行すると、最大積載荷重で３時間の連続走行が

できます。

本ホースレイヤーの回転半径は約１，４００ミリ

メートルで、非常に小回りが利きます。

本ホースレイヤーは砂地、砂利道、ぬかるみ、

草原においても支障なく走行できます。また、

障害物として６５ミリメートルホースが延長され

ている路面や道路の縁石などの段差もスムーズ

に乗り越えられます。

走行性能を表１にまとめて示します。

本ホースレイヤーは登坂能力が優れているた

め、板でスロープを作れば容易に消防自動車に

積み降ろしができます。

４ おわりに

このクローラー式ホースレイヤーは積雪路面

や不整地路面上でのホース延長作業を軽減する

ために開発したもので、目的を十分に達成でき

たと確認しています。本ホースレイヤーは馬力

が大きく、長時間の使用に耐えられ、路面状態

を選ばずに使用できるので、例えば、震災時に

おける消防活動や救助活動での活用も可能です。

火災現場で要求されるさまざまな厳しい環境

に対処できるような設計となっており、現在、

製品が販売されています。今後、クローラー式

ホースレイヤーが各消防本部に配備されて、消

防吏員の作業の軽減につながれば幸いです。

図１ クローラー式ホースレイヤー

図２ 操作部の詳細

表１ 走行性能（最大積載時）

最 高 速 度 時速１０キロメートル

登 坂 角 度 ２５度

超 堤 能 力 １５０ミリメートル

進 入 角 度 ４５度以上

回 転 半 径 １，４００ミリメートル

最大牽引荷重 ２００キログラム重
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☆地震発生時の出火防止

☆国際消防救助隊に対する理解の推進

☆国際防災の１０年に対する理解の推進

☆消防の国際協力に対する理解の推進

☆ガス機器による火災及びガス事故の防止

１０月の広報テーマ

消防庁ホームページ
http://www.fdma.go.jp

編 集 発 行

消 防 庁 総 務 課

〒１０５―８４８９東京都港区虎ノ門

２丁目２番１号

TEL ��（����）����

編 集 後 記

秋もいよいよ深まってまいりました。私がよく利用するコンビニエンスス
トアにも、蒸し器に入っている肉まんが売られるようになり、早速、一つ買
って味わってみました。
さて、秋と言えば	食欲の秋
、	スポーツの秋
、	行楽の秋
、	読書の
秋
、	芸術の秋
など様々な表現がありますが、何をするにしても格好の季
節です。何と言っても、食べ物のおいしい季節です。
私自身、親睦旅行で静岡県熱海市へ行き、秋の味覚を求めて海に繰り出し、
二日酔いと船酔いに耐えながら、釣りにいそしみました。釣果は予想以上で
家に持ち帰り、友人らを招き秋の味覚を堪能しました。
来月、１１月９日の	１１９番の日
に、自治体消防５０年記念・全国消防広報
コンクールの受賞作品の消防庁長官表彰式が長官室で行われます。なお、こ
れに先立ち、１１月５�～７日�までの間、東京駅北口ドーム内で受賞作品の
展示会を予定しています。どこの消防本部・消防団が受賞されるか乞うご期
待ください。
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